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議案第19号 

 

   令和６年度松野町一般会計補正予算（第７号） 

 

 令和６年度松野町の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ115,202千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ4,661,426千円と

する。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」

による。 

 （繰越明許費） 

第２条 地方自治法第213条第１項の規定により、翌年度に繰り越して使用することができる経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

 

 

     令和７年３月４日提出 

 

松野町長 坂 本   浩 
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第　1　表　　歳　入　歳　出　予　算　補　正
（歳入） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

令和 6年度松野町一般会計予算に関する説明書

２８４，３９４
1.町税

△８，３６５ ２７６，０２９

1.町民税
１０３，７４８ △５，０４２ ９８，７０６

2.固定資産税
１４０，３１６ △１，５０１ １３８，８１５

3.軽自動車税
１７，２３０ △８４ １７，１４６

4.市町村たばこ税
２３，１００ △１，７３８ ２１，３６２

２，１４６，６９８
10.地方交付税

８５，１１８ ２，２３１，８１６

1.地方交付税
２，１４６，６９８ ８５，１１８ ２，２３１，８１６

９，７８９
12.分担金及び負担金

４０６ １０，１９５

2.負担金
９，７８７ ４０６ １０，１９３

４６，１０４
13.使用料及び手数料

△１７４ ４５，９３０

1.使用料
３４，９３３ △１７４ ３４，７５９

４４７，２９７
14.国庫支出金

△６８，８６３ ３７８，４３４

1.国庫負担金
１３８，３８３ △６，０２０ １３２，３６３

2.国庫補助金
３０７，２３１ △６２，８４３ ２４４，３８８

２７５，８９２
15.県支出金

△１８，７６６ ２５７，１２６

1.県負担金
９５，２０５ △５，３６６ ８９，８３９

2.県補助金
１６４，４８３ △１１，５６３ １５２，９２０

―　2　― 一般



―　3　― 一般

（歳入） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

3.委託金
１６，２０４ △１，８３７ １４，３６７

３０，３６５
17.寄附金

△５，０００ ２５，３６５

1.寄附金
３０，３６５ △５，０００ ２５，３６５

３０３，４２９
18.繰入金

△９７４ ３０２，４５５

2.基金繰入金
３０３，３２８ △９７４ ３０２，３５４

５３，１７１
20.諸収入

△２，２８４ ５０，８８７

5.雑入
４４，１６２ △２，２８４ ４１，８７８

９８４，３５５
21.町債

△９６，３００ ８８８，０５５

1.町債
９８４，３５５ △９６，３００ ８８８，０５５

歳　　入　　合　　計
４，７７６，６２８ △１１５，２０２ ４，６６１，４２６



（歳出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1.議会費
４２，０６４ △１８０ ４１，８８４

1.議会費
４２，０６４ △１８０ ４１，８８４

2.総務費
１，３７９，８９１ △３５，４２６ １，３４４，４６５

1.総務管理費
１，３１０，０２９ △２４，８６５ １，２８５，１６４

2.徴税費
２４，５５４ △２，０２０ ２２，５３４

3.戸籍住民基本台帳
費 ２１，８９１ △１，３１７ ２０，５７４

4.選挙費
２０，６２８ △７，２２４ １３，４０４

3.民生費
１，０４１，４０２ △５８，５８４ ９８２，８１８

1.社会福祉費
７６７，３４２ △４９，１３５ ７１８，２０７

2.児童福祉費
２７４，０４９ △９，４４９ ２６４，６００

4.衛生費
２６８，８６４ ６９，１６３ ３３８，０２７

1.保健衛生費
２１０，６９５ ７６，１１７ ２８６，８１２

2.清掃費
５８，１６９ △６，９５４ ５１，２１５

6.農林水産業費
３３３，５３７ △２５，５０２ ３０８，０３５

1.農業費
２３６，５９７ △１７，０９４ ２１９，５０３

2.林業費
９５，８４３ △８，３４７ ８７，４９６

3.水産業費
１，０９７ △６１ １，０３６

―　4　― 一般



―　5　― 一般

（歳出） （単位：千円）

款 項 補正前の額 補　正　額 計

7.商工費
３２７，５９５ ５６０ ３２８，１５５

1.商工費
３２７，５９５ ５６０ ３２８，１５５

8.土木費
３７５，３２０ △５５，３３８ ３１９，９８２

2.道路橋梁費
２１５，０６１ △４７，８７９ １６７，１８２

4.住宅費
３６，３２０ △７，４５９ ２８，８６１

9.消防費
５３，２６７ △３，７０４ ４９，５６３

1.消防費
５３，２６７ △３，７０４ ４９，５６３

10.教育費
３８７，２２９ △６，１９１ ３８１，０３８

1.教育総務費
１０８，４１８ △４，１６７ １０４，２５１

4.社会教育費
８７，５０１ △１，２１６ ８６，２８５

5.保健体育費
１１９，６２１ △８０８ １１８，８１３

歳　　出　　合　　計
４，７７６，６２８ △１１５，２０２ ４，６６１，４２６



（単位：千円）

事 業 名 金 額

防災情報等伝達設備更新事業 427,064

携帯電話等エリア整備事業 21,015

住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金事業・こども加算分 33,665

住民税均等割のみ課税世帯等臨時特別給付金事業・こども加算分 5,184

4 .衛生費 2 .清掃費 塵芥車購入事業 12,836

森の国松野町地域応援商品券配布事業 20,184

松野町エネルギー価格等高騰対策事業者支援補助事業 8,900

町道三原線改良事業 10,470

町道延野々線改良事業 2,570

上家地８-２がけ崩れ防災対策事業 11,573

目黒９-７がけ崩れ防災対策事業 9,619

10 .教育課 4 .社会教育費 町内重要文化的景観環境整備事業 1,275

11 .災害復旧費 2 .公共土木施設災害復旧費 町道奥野川遊鶴羽線道路災害復旧事業 5,400

商工費.1

河川費.3

道路橋梁費2

第 ２ 表　繰 越 明 許 費

令和７年度

款 項

総務管理費

8 土木費

.

.

総務費2 . .1

7 .商工費

3 社会福祉総務費.1民生費.

-  6  - 一般



一般

第　２　表　　地方債補正
　　（単位：千円）

令和 6年度　　

―　7　―

　変　更

起債の目的
補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

限　度　額 起債の方法 利　率 償還の方法 限　度　額 起債の方法 利　率 償還の方法

　証書借入
　　又は
　証券発行

　年3.00％以内
（但し、利率見
直し方式で借入
れる政府資金及
び地方公共団体
金融機構資金に
ついて、利率の
見直しを行った
後においては、
当該見直し後の
利
率）

　政府資金につ
いては、その融
通条件により、
銀行その他の場
合には、その債
権者と協定する
ものによる。
　ただし、町財
政の都合により
据置期間及び償
還期限を短縮し
、又は繰上償還
もしくは低利に
借換えすること
ができる。

　証書借入
　　又は
　証券発行

　年3.00％以内
（但し、利率見
直し方式で借入
れる政府資金及
び地方公共団体
金融機構資金に
ついて、利率の
見直しを行った
後においては、
当該見直し後の
利
率）

　政府資金につ
いては、その融
通条件により、
銀行その他の場
合には、その債
権者と協定する
ものによる。
　ただし、町財
政の都合により
据置期間及び償
還期限を短縮し
、又は繰上償還
もしくは低利に
借換えすること
ができる。

３０７，４００
過疎対策事業債（ハード事業
分） ２７９，５００

１０３，４００
過疎対策事業債（ソフト事業
分） ４９，５００

２３，６００辺地対策事業債 １８，９００

４８９，９００緊急防災・減災事業債 ４８０，１００



Ⅰ　歳　入　歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書

（歳入） （単位：千円）

款 補正前の額 補　正　額 計

1.総　括

1.町税
２８４，３９４ △８，３６５ ２７６，０２９

10.地方交付税
２，１４６，６９８ ８５，１１８ ２，２３１，８１６

12.分担金及び負担金
９，７８９ ４０６ １０，１９５

13.使用料及び手数料
４６，１０４ △１７４ ４５，９３０

14.国庫支出金
４４７，２９７ △６８，８６３ ３７８，４３４

15.県支出金
２７５，８９２ △１８，７６６ ２５７，１２６

17.寄附金
３０，３６５ △５，０００ ２５，３６５

18.繰入金
３０３，４２９ △９７４ ３０２，４５５

20.諸収入
５３，１７１ △２，２８４ ５０，８８７

21.町債
９８４，３５５ △９６，３００ ８８８，０５５

歳　　入　　合　　計
４，７７６，６２８ △１１５，２０２ ４，６６１，４２６

―　8　― 一般



―　9　― 一般

（歳出） （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計 特　定　財　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一般財源

款
補　正　額　の　財　源　内　訳

1.議会費

42,064 △180 41,884 △180
2.総務費

1,379,891 △35,426 1,344,465 △1,111 △19,100 △5,806 △9,409
3.民生費

1,041,402 △58,584 982,818 △34,369 △11,000 23 △13,238
4.衛生費

268,864 69,163 338,027 △2,352 △3,500 △2,075 77,090
6.農林水産業費

333,537 △25,502 308,035 △8,388 △27,800 △168 10,854
7.商工費

327,595 560 328,155 10,700 △10,140
8.土木費

375,320 △55,338 319,982 △39,184 △27,900 11,746
9.消防費

53,267 △3,704 49,563 △85 △700 △2,919
10.教育費

387,229 △6,191 381,038 △17,000 10,809

△85,489
歳　　出　　合　　計

4,776,628 △115,202 4,661,426 △96,300 △8,026 74,613



2.歳　入

町税 町民税1項1款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

△7331. 1. ・現年課税分個人 94,822 △3,361 91,461 均等割△3,677
△2,944・所得割

3162. ・滞納繰越分 滞納繰越分316

△4932. 1. ・現年課税分法人 8,926 △1,681 7,245 均等割△1,681
△1,188・法人税割

103,748 △5,042 98,706計

町税 固定資産税2項1款

△1,7731. 1. ・現年課税分固定資産税 138,275 △1,501 136,774 土地△1,195
155・家屋
423・償却資産

△3062. ・滞納繰越分 滞納繰越分△306

140,316 △1,501 138,815計

町税 軽自動車税3項1款

4261. 1. ・現年課税分環境性能割 570 426 996 現年課税分426

42. 1. ・現年課税分種別割 16,660 △510 16,150 原動機付自転車△441
△445・軽自動車

△692. ・滞納繰越分 滞納繰越分△69

17,230 △84 17,146計

―　10　― 一般1.款 町税



―　11　― 一般1.款 町税

町税 市町村たばこ税4項1款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

△1,7381. 1. ・現年課税分市町村たばこ税 23,100 △1,738 21,362 旧３級品以外△1,738

23,100 △1,738 21,362計

1 款合計 284,394 △8,365 276,029

地方交付税 地方交付税1項10款

52,6211. 1. ・地方交付税地方交付税 2,146,698 85,118 2,231,816 普通交付税85,118
32,497・特別交付税

2,146,698 85,118 2,231,816計

10 款合計 2,146,698 85,118 2,231,816

分担金及び負担金 負担金2項12款

4061. 1. ・老人福祉費負担金民生費負担金 9,710 406 10,116 老人保護費負担金406

9,787 406 10,193計

12 款合計 9,789 406 10,195

使用料及び手数料 使用料1項13款

△1742. 2. ・高齢者共同生活住宅使用料民生使用料 430 △174 256 高齢者共同生活住宅使用料△174

34,933 △174 34,759計



使用料及び手数料13款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

13 款合計 46,104 △174 45,930

国庫支出金 国庫負担金1項14款

△3021. 1. ・社会福祉総務費負担金民生費国庫負担金 132,271 △5,888 126,383 国民健康保険基盤安定事業費負担金△360
△14・未就学児均等割保険税負担金
△44・国民健康保険産前産後保険税負担金

△602. ・老人福祉費負担金 低所得者保険料軽減負担金△60

△6303. ・障害者福祉費負担金 障害者医療費負担金△2,173
△1,543・障害児通所給付費等負担金

△3,2954. ・児童福祉総務費負担金 児童手当交付金△3,295

△1322. 1. ・保健衛生費負担金衛生費国庫負担金 443 △132 311 未熟児養育医療費等負担金△132

138,383 △6,020 132,363計

国庫支出金 国庫補助金2項14款

△23,0992. 5. ・社会福祉総務費補助金民生費国庫補助金 105,752 △23,099 82,653 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金△23,099

483. 1. ・保健衛生費補助金衛生費国庫補助金 3,756 △887 2,869 母子保健衛生費国庫補助金△509
△500・出産・子育て応援交付金
△57・マイナンバー情報連携体制整備事業補助金

△3782. ・環境衛生費補助金 循環型社会形成推進交付金△378

△1,0014. 2. ・林業振興費補助金農林水産業費国庫補助金 7,475 △1,001 6,474 林道点検診断・保全整備事業費補助金△1,001

―　12　― 一般13.款 使用料及び手数料



―　13　― 一般14.款 国庫支出金

国庫支出金 国庫補助金2項14款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

△5,0426. 1. ・道路新設改良費補助金土木費国庫補助金 57,740 △37,856 19,884 社会資本整備総合交付金△34,241
△27,348・道路局所管補助金
△1,851・防災・安全交付金

△3,6152. ・住宅管理費補助金 社会資本整備総合交付金△3,615

307,231 △62,843 244,388計

14 款合計 447,297 △68,863 378,434

県支出金 県負担金1項15款

△1,5582. 1. ・社会福祉総務費負担金民生費県負担金 94,085 △5,206 88,879 国民健康保険基盤安定事業費負担金△1,587
△7・未就学児均等割保険税負担金
△22・国民健康保険産前産後保険税負担金

△302. ・老人福祉費負担金 低所得者保険料軽減負担金△30

△3153. ・障害者福祉費負担金 障害者医療費負担金△1,086
△771・障害児通所給付費等負担金

△1,9694. ・後期高齢者医療保険事業費 後期高齢者医療保険基盤安定事業費負担金△1,969
負担金

△5345. ・児童福祉総務費負担金 児童手当負担金△534

△1603. 1. ・保健衛生費負担金衛生費県負担金 221 △160 61 未熟児養育医療費等負担金△160

95,205 △5,366 89,839計



県支出金 県補助金2項15款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

△2,2001. 1. ・企画費補助金総務費県補助金 11,859 △2,200 9,659 移住者住宅改修支援事業費補助金△2,200

△572. 3. ・障害者福祉費補助金民生費県補助金 22,424 △266 22,158 心身障害者扶養共済制度推進事業費補助金△57

△2095. ・児童福祉総務費補助金 愛顔の子育て応援事業費補助金△209

△1833. 1. ・保健衛生費補助金衛生費県補助金 3,560 △1,023 2,537 健康増進事業費補助金△691
△226・地域自殺対策強化事業費補助金
△109・出産・子育て応援交付金
△173・えひめ人口減少対策総合交付金

△2652. ・環境衛生費補助金 浄化槽整備事業費補助金△332
△67・新エネルギー等関連設備導入促進支援事業費補助金

△4514. 2. ・農業総務費補助金農林水産業費県補助金 62,794 △6,661 56,133 経営所得安定対策直接支払推進事業費補助金△451

△4,0534. ・担い手育成対策費補助金 新規就農総合支援事業費補助金△4,490
△437・担い手総合支援事業費補助金

△2705. ・日本型直接支払事業費補助 中山間地域等直接支払交付金△1,213
△593・金 中山間地域等直接支払推進事業費補助金
△350・多面的機能支払交付金

1536. ・鳥獣被害対策費補助金 鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業費補助金△507
△660・鳥獣害防止施設整備事業費補助金

△3885. 3. ・住宅管理費補助金土木費県補助金 61,774 △1,328 60,446 木造住宅耐震化促進事業費補助金△1,328
△115・木造住宅耐震診断緊急促進事業費補助金
△600・特定老朽危険空家等除却促進事業費補助金
△225・ブロック塀等安全対策事業費補助金

△858. 1. ・災害対策費補助金消防費県補助金 250 △85 165 家具等固定加速化事業費補助金△85

―　14　― 一般15.款 県支出金



―　15　― 一般15.款 県支出金

県支出金 県補助金2項15款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

164,483 △11,563 152,920計

県支出金 委託金3項15款

△1,1111. 6. ・衆議院議員選挙費委託金総務費委託金 14,987 △1,111 13,876 衆議院議員選挙委託金△1,111

△7263. 3. ・森林基幹林道整備費委託金農林水産業費委託金 1,166 △726 440 森林基幹林道用地事務委託金△726

16,204 △1,837 14,367計

15 款合計 275,892 △18,766 257,126

寄附金 寄附金1項17款

△5,0002. 2. ・企画費寄附金総務費寄附金 27,364 △5,000 22,364 ふるさと応援寄附金△5,000

30,365 △5,000 25,365計

17 款合計 30,365 △5,000 25,365

繰入金 基金繰入金2項18款

△8063. 1. ・ふるさと応援基金繰入金ふるさと応援基金繰入金 24,201 △806 23,395 ふるさと応援基金繰入金△806

△1684. 1. ・森林環境譲与税基金繰入金森林環境譲与税基金繰入 168 △168 0 森林環境譲与税基金繰入金△168
金

303,328 △974 302,354計



繰入金18款 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
計補正額補正前の額目

18 款合計 303,429 △974 302,455

諸収入 雑入5項20款

△2091. 12. ・後期高齢者医療制度特別対雑入 44,162 △2,284 41,878 後期高齢者医療制度特別対策補助金△209
策補助金

△2,07532. ・新型コロナ定期接種ワクチ 新型コロナ定期接種ワクチン確保事業助成金△2,075
ン確保事業助成金

44,162 △2,284 41,878計

20 款合計 53,171 △2,284 50,887

町債 町債1項21款

△27,9001. 1. ・過疎対策事業債過疎対策事業債 410,800 △81,800 329,000 過疎対策事業債（ハード事業分）△81,800
△53,900・過疎対策事業債（ソフト事業分）

△4,7002. 1. ・辺地対策事業債辺地対策事業債 23,600 △4,700 18,900 辺地対策事業債△4,700

△9,8004. 1. ・緊急防災・減災事業債緊急防災・減災事業債 489,900 △9,800 480,100 緊急防災・減災事業債△9,800

984,355 △96,300 888,055計

21 款合計 984,355 △96,300 888,055

4,776,628 △115,202 4,661,426歳入合計

―　16　― 一般18.款 繰入金



―　17　― 一般

3.歳　出

1.款議会費

1款 議会費 1項 議会費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 18.負担金、補議会費 42,064 △180 41,884 △180 議員研修費△180 △180・
助及び交付
金

42,064 △180 41,884 △180計

1 款合計 42,064 △180 41,884 △180

2款 総務費 1項 総務管理費

3.行政放送施 428,786 0 428,786 △6,000 6,000 財源振替・
設費

5. 11.役務費会計管理費 1,685 △68 1,617 △68 自動振替払込手数料△68 △13・
振替貯金払込手数料 △2・
コンビニ収納手数料 △21・
残高証明書発行手数料 △31・
公金自動振込手数料 △1・

7. 1.報酬企画費 281,817 △32,219 249,598 △9,600 △5,806 △16,813 まちづくり委員会委員報酬△1,842 △178・
会計年度任用職員報酬 △1,664・

3.職員手当等 パートタイム会計年度任用職員期末手△200 △200・
当

4.共済費 社会保険料△243 △163・
パートタイム会計年度任用職員共済組 △80・
合負担金

7.報償費 賞品費△1,665 △77・
景観審議会委員謝礼 △66・



2款 総務費 1項 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

7. 7.報償費企画費 地域公共交通会議委員謝礼 △59・
総合戦略推進会議委員謝礼 △582・
出産祝金 △800・
移住フェア協力者謝礼 △41・
講師謝礼 △40・

8.旅費 費用弁償△3,108 △2,150・
普通旅費 △958・

10.需用費 消耗品費△537 △311・
燃料費 △15・
食糧費 △20・
印刷製本費 △1・
光熱水費 △190・

11.役務費 通信運搬費△798 △120・
広告料 △500・
クリーニング料 △10・
諸手数料 △30・
浄化槽法定検査手数料 △11・
浄化槽汲取清掃手数料 △127・

12.委託料 浄化槽管理委託料△2,803 △39・
ふるさと納税管理業務委託料 △2,172・
空き家診断委託料 △154・
総合戦略策定委託料 △438・

13.使用料及び 高速道路通行料△728 △53・
賃借料 渡船使用料 △75・

自動車借上料 △34・
家屋借上料 △320・
会場借上料 △246・

―　18　― 一般2.款総務費



―　19　― 一般2.款総務費

2款 総務費 1項 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

7. 17.備品購入費企画費 機械器具費△200 △200・

18.負担金、補 山村振興連盟負担金△15,095 △4・
助及び交付 過疎地域自立促進協議会負担金 △16・
金 高齢者外出支援事業補助金 △1,330・

定住住宅建築奨励金 △3,000・
住宅リフォーム補助金 △247・
おためし移住宿泊費補助金 △244・
移住者住宅改修支援事業費補助金 △4,400・
愛媛・大分交流市町村連絡会議負担金 △91・
特定地域づくり事業協同組合補助金 △704・
移住促進空き家改修費補助金 △2,000・
愛媛県・市町ＤＸ推進会議負担金 △273・
空き家活用移住者住宅整備補助金 △3,000・
能登半島豪雨被災地支援交付金 214・

24.積立金 ふるさと応援基金積立金△5,000 △5,000・

9. 16.公有財産購交通安全対 8,773 △395 8,378 △1,400 1,005 カーブミラー購入費△305 △305・
入費策費

18.負担金、補 高齢者安全運転支援装置設置事業費補△90 △90・
助及び交付 助金
金

11. 1.報酬諸費 5,812 △132 5,680 △132 安全で安心なまちづくり会議委員報酬△132 △132・

12. 24.積立金財政調整基 1,326 10,306 11,632 10,306 減債基金積立金10,306 10,306・
金費



2款 総務費 1項 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

13. 18.負担金、補電算管理費 103,369 △1,671 101,698 △1,671 市町業務標準化事業運用保守負担金△1,671 △1,671・
助及び交付
金

15. 11.役務費コミュニテ 17,174 1,723 18,897 1,723 自動車損害賠償責任保険料△6 △6・
ィバス運行

18.負担金、補費 生活交通路線維持費補助金1,729 1,729・
助及び交付
金

16. 18.負担金、補情報通信基 35,604 △2,409 33,195 △2,000 △409 鬼北地域情報通信基盤施設管理運営費△2,409 △2,409・
助及び交付盤施設管理 負担金
金費

17.携帯電話等 22,264 0 22,264 △100 100 財源振替・
エリア整備
事業費

1,310,029 △24,865 1,285,164 △19,100 △5,806 41計

2款 総務費 2項 徴税費

1. 12.委託料税務総務費 16,663 △1,740 14,923 △1,740 宅地評価算定基準用図面作成委託料△1,740 △121・
地籍図訂正用図面作成委託料 △1,338・
地籍図・集成図・数値情報化データ修 △146・
正委託料
画地計測等委託料 △135・

2. 8.旅費賦課徴収費 7,891 △280 7,611 △280 普通旅費△42 △42・

12.委託料 軽自動車税システム改造委託料△97 △97・

―　20　― 一般2.款総務費



―　21　― 一般2.款総務費

2款 総務費 2項 徴税費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

2. 13.使用料及び賦課徴収費 地方税電子申告システム使用料△55 △55・
賃借料

18.負担金、補 地方税電子化協議会会費△86 △62・
助及び交付 軽自動車税電子データ提供サービス負 △13・
金 担金

軽自動車税環境性能割徴収費交付金 △11・

24,554 △2,020 22,534 △2,020計

2款 総務費 3項 戸籍住民基本台帳費

1. 3.職員手当等戸籍住民基 21,891 △1,317 20,574 △1,317 時間外勤務手当△357 △297・
本台帳費 一般職通勤手当 △60・

4.共済費 一般職員共済組合負担金△200 △200・

8.旅費 普通旅費△12 △12・

11.役務費 通信運搬費△85 △85・

17.備品購入費 金庫購入費△663 △663・

21,891 △1,317 20,574 △1,317計

2款 総務費 4項 選挙費

2. 1.報酬町長選挙費 7,489 △6,121 1,368 △6,121 選挙管理委員報酬△857 △33・
投票管理者報酬 △128・
期日前投票所の投票管理者報酬 △46・



2款 総務費 4項 選挙費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

2. 1.報酬町長選挙費 投票立会人報酬 △218・
期日前投票所の投票立会人報酬 △77・
選挙立会人報酬 △62・
会計年度任用職員報酬 △293・

3.職員手当等 時間外勤務手当△1,704 △1,662・
管理職員特別勤務手当 △42・

7.報償費 投票箱送致者謝礼△30 △9・
投票所借用謝礼 △21・

8.旅費 費用弁償△5 △5・

10.需用費 消耗品費△375 △189・
燃料費 △24・
印刷製本費 △162・

11.役務費 通信運搬費△188 △125・
クリーニング料 △10・
不在者投票事務手数料 △53・

12.委託料 ポスター掲示場設置委託料△254 △33・
投票用紙読取分類機点検委託料 △96・
投票用紙読取分類ファイル作成委託料 △54・
投票用紙自動交付機点検委託料 △16・
計数機点検委託料 △55・

13.使用料及び 複写機借上料△22 △22・
賃借料

―　22　― 一般2.款総務費



―　23　― 一般2.款総務費

2款 総務費 4項 選挙費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

2. 18.負担金、補町長選挙費 選挙運動用公営費負担金△2,686 △2,686・
助及び交付
金

3. 1.報酬衆議院議員 8,436 △1,103 7,333 △1,111 8 選挙管理委員報酬△68 △33・
選挙費 開票立会人報酬 △35・

3.職員手当等 時間外勤務手当△396 △375・
管理職員特別勤務手当 △21・

8.旅費 普通旅費△7 △7・

10.需用費 消耗品費△191 △167・
燃料費 △24・

11.役務費 通信運搬費△111 △101・
クリーニング料 △10・

17.備品購入費 投票用紙読取分類機購入費△330 △330・

20,628 △7,224 13,404 △1,111 △6,113計

2 款合計 1,379,891 △35,426 1,344,465 △1,111 △19,100 △5,806 △9,409

3款 民生費 1項 社会福祉費

1. 10.需用費社会福祉総 213,280 △26,862 186,418 △25,046 △1,816 消耗品費△3 △3・
務費

11.役務費 通信運搬費△176 △154・
口座振込手数料 △22・



3款 民生費 1項 社会福祉費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 12.委託料社会福祉総 広場維持管理委託料△45 △45・
務費

18.負担金、補 子育て世帯への臨時特別給付金△22,920 △4,550・
助及び交付 住民税非課税世帯等に対する臨時特別 △16,200・
金 給付金

定額減税補足給付金 △2,170・

27.繰出金 国民健康保険特別会計繰出金△3,718 △3,718・

2. 3.職員手当等国民年金事 5,726 △203 5,523 △203 一般職期末手当△203 △73・
務費 一般職勤勉手当 △130・

3. 1.報酬老人福祉費 203,966 △11,242 192,724 △1,000 406 △10,648 会計年度任用職員報酬△1,494 △1,494・

3.職員手当等 パートタイム会計年度任用職員期末手△200 △200・
当

4.共済費 社会保険料△360 △183・
一般職員共済組合負担金 △80・
パートタイム会計年度任用職員共済組 △97・
合負担金

10.需用費 消耗品費△271 △120・
燃料費 △151・

11.役務費 通信運搬費△2 △1・
諸手数料 △1・

18.負担金、補 認知症地域支援推進員研修負担金△488 △38・
助及び交付 地域おこし協力隊研修会参加負担金 △50・
金 高齢者福祉施設等新型コロナウイルス △400・

感染症検査費用補助金
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―　25　― 一般3.款民生費

3款 民生費 1項 社会福祉費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

3. 19.扶助費老人福祉費 老人保護措置費△4,169 △4,169・

27.繰出金 介護保険特別会計繰出金△4,258 △4,258・

4. 1.報酬障害者福祉 204,296 △5,161 199,135 △3,316 △1,845 障害支援区分認定審査委員報酬△60 △60・
費

18.負担金、補 心身障害者扶養共済制度推進事業費負△244 △114・
助及び交付 担金
金 意思疎通支援共同実施事業負担金（宇 △80・

和島定住自立圏）
人工透析患者等通院交通費助成金 △50・

19.扶助費 障害者医療費△4,857 △1,260・
地域生活支援事業費 △511・
障害児通所給付費 △3,086・

5. 8.旅費人権・同和 11,183 △161 11,022 △161 普通旅費△161 △161・
対策費

6. 7.報償費隣保館費 27,684 △819 26,865 △900 81 講師謝礼△172 △172・

8.旅費 費用弁償△378 △105・
普通旅費 △273・

10.需用費 消耗品費△263 △129・
食糧費 △38・
印刷製本費 △9・
学級材料費 △87・

13.使用料及び 入館料△6 △6・
賃借料



3款 民生費 1項 社会福祉費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

7.高齢者共同 817 0 817 △174 174 財源振替・
生活住宅費

8. 10.需用費後期高齢者 100,390 △4,687 95,703 △1,969 △209 △2,509 消耗品費△22 △22・
医療保険事

11.役務費業費 通信運搬費△211 △200・
文書作成手数料 △11・

12.委託料 後期高齢者健康診査委託料△131 △131・

27.繰出金 後期高齢者医療保険事業特別会計繰出△4,323 △4,323・
金

767,342 △49,135 718,207 △30,331 △1,900 23 △16,927計

3款 民生費 2項 児童福祉費

1. 12.委託料児童福祉総 75,566 △8,399 67,167 △4,038 △3,500 △861 児童手当システム改造委託料△400 △400・
務費

18.負担金、補 乳幼児用紙おむつ券交付事業費補助金△1,300 △600・
助及び交付 出産世帯応援事業補助金 △700・
金

19.扶助費 児童手当給付金△7,000 △7,000・

22.償還金、利 低所得の子育て世帯生活支援特別給付301 1・
子及び割引 金給付事務費補助金返還金
料 低所得の子育て世帯生活支援特別給付 300・

金給付事業費補助金返還金

2.母子福祉費 3,237 0 3,237 △500 500 財源振替・
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―　27　― 一般3.款民生費

3款 民生費 2項 児童福祉費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

3. 18.負担金、補保育所費 124,976 △500 124,476 △500 保育士就職応援金△500 △500・
助及び交付
金

4. 14.工事請負費児童福祉施 70,270 △550 69,720 △5,100 4,550 工事請負費△550 △550・
設費

274,049 △9,449 264,600 △4,038 △9,100 3,689計

3 款合計 1,041,402 △58,584 982,818 △34,369 △11,000 23 △13,238

4款 衛生費 1項 保健衛生費

1. 4.共済費保健衛生費 161,998 77,578 239,576 △1,642 △1,000 △2,075 82,295 一般職員共済組合負担金△100 △100・

7.報償費 講師謝礼△521 △249・
歯科医師報償費 △25・
栄養士報償費 △18・
歯科衛生士報償費 △6・
保健師報償費 △223・

8.旅費 費用弁償△348 △155・
普通旅費 △193・

10.需用費 消耗品費△1,363 △167・
燃料費 △30・
医薬材料費 △1,147・
栄養学級材料費 △19・

11.役務費 通信運搬費△50 △5・
母子健康診査審査支払手数料 △25・



4款 衛生費 1項 保健衛生費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 11.役務費保健衛生費 風しん対策事務手数料 △18・
産婦健康診査審査支払手数料 △2・

12.委託料 健康診断委託料△11,074 △229・
胸部検診委託料 △96・
がん検診委託料 △754・
妊婦一般健康診査委託料 △1,343・
歯周疾患等検診委託料 △190・
産婦健康診査委託料 △125・
産後ケア委託料 △165・
新生児聴覚検査委託料 △65・
乳児一般健康診査委託料 △132・
３歳児視覚・聴覚精密健康診査委託料 △15・
風しん抗体検査委託料 △282・
予防接種委託料 △7,416・
健康診査委託料 △262・

13.使用料及び 複写機使用料△83 △55・
賃借料 自動車借上料 △28・

17.備品購入費 機械器具費△3 △3・

18.負担金、補 妊婦一般健康診査費補助金△3,038 △118・
助及び交付 任意予防接種費補助金 △550・
金 不妊治療費助成金 △543・

新生児聴覚検査費補助金 △5・
予防接種費補助金 △26・
若年末期がん患者在宅療養支援事業費 △108・
補助金
産婦健康診査費補助金 △6・
出産・子育て応援給付金 △650・
人間ドックがん検診等費用補助金 △617・
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―　29　― 一般4.款衛生費

4款 衛生費 1項 保健衛生費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 18.負担金、補保健衛生費 妊産婦等交通費助成金 △415・
助及び交付
金

19.扶助費 未熟児養育医療費△670 △670・

22.償還金、利 母子保健衛生費国庫補助金返還金211 211・
子及び割引
料

27.繰出金 中央診療所特別会計繰出金94,617 94,617・

2. 11.役務費保健センタ 3,881 △228 3,653 △228 通信運搬費△2 △2・
ー費

12.委託料 清掃委託料△11 △11・

13.使用料及び 複写機使用料△215 △210・
賃借料 テレビ受信料 △5・

3. 18.負担金、補環境衛生費 44,816 △1,233 43,583 △710 △523 小型合併処理浄化槽設置費補助金△1,233 △1,135・
助及び交付 愛媛県生物多様性保全推進協議会負担 △98・
金 金

210,695 76,117 286,812 △2,352 △1,000 △2,075 81,544計

4款 衛生費 2項 清掃費

1. 10.需用費塵芥処理費 58,169 △6,954 51,215 △2,500 △4,454 消耗品費△3,766 △2,566・
修繕料 △1,200・

11.役務費 タイヤ組替手数料△146 △146・



4款 衛生費 2項 清掃費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 12.委託料塵芥処理費 粗大ごみ収集運搬処理委託料△465 △109・
粗大ごみ最終処分委託料 △356・

17.備品購入費 塵芥車購入費△2,532 △2,532・

18.負担金、補 ごみステーション整備事業費補助金△45 △45・
助及び交付
金

58,169 △6,954 51,215 △2,500 △4,454計

4 款合計 268,864 69,163 338,027 △2,352 △3,500 △2,075 77,090

6款 農林水産業費 1項 農業費

2. 4.共済費農業総務費 24,906 △751 24,155 △451 △300 一般職員共済組合負担金△100 △100・

10.需用費 燃料費△200 △200・

18.負担金、補 経営所得安定対策直接支払推進事業費△451 △451・
助及び交付 補助金
金

3. 11.役務費農業振興費 28,165 △4,371 23,794 △800 △3,571 浄化槽汲取清掃手数料△37 △37・

14.工事請負費 工事請負費△2,620 △2,620・

18.負担金、補 農業振興費補助金△1,714 △1,714・
助及び交付
金
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―　31　― 一般6.款農林水産業費

6款 農林水産業費 1項 農業費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

4. 1.報酬担い手育成 81,979 △14,010 67,969 △4,490 △20,700 11,180 会計年度任用職員報酬△332 △332・
対策費

3.職員手当等 パートタイム会計年度任用職員期末手△80 △80・
当

7.報償費 講師謝礼△40 △40・

8.旅費 費用弁償△220 △220・

13.使用料及び 複写機使用料△230 △100・
賃借料 渡船使用料 △37・

自動車借上料 △13・
家屋借上料 △80・

14.工事請負費 工事請負費△1,086 △1,086・

17.備品購入費 育苗ベンチ購入費△152 △152・

18.負担金、補 地域おこし協力隊研修会参加負担金△11,870 △200・
助及び交付 新規就農者支援事業費補助金 △3,920・
金 担い手総合支援事業費補助金 △1,249・

担い手経営発展支援事業費補助金 △350・
担い手確保・育成対策事業費補助金 △2,098・
新規就農者経営発展支援事業費補助金 △4,053・

6. 18.負担金、補日本型直接 43,621 △827 42,794 △1,213 386 中山間地域等直接支払交付金△827 △362・
助及び交付支払事業費 多面的機能支払交付金 △465・
金

7. 7.報償費鳥獣被害対 34,547 2,865 37,412 △507 △100 3,472 有害鳥獣捕獲報償費2,920 2,920・
策費

17.備品購入費 機械器具費△208 △45・



6款 農林水産業費 1項 農業費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

7. 17.備品購入費鳥獣被害対 食材粉砕機購入費 △163・
策費

18.負担金、補 鳥獣被害防止施設整備事業補助金153 △1,320・
助及び交付 鳥獣被害防止総合対策交付金 1,473・
金

236,597 △17,094 219,503 △6,661 △21,600 11,167計

6款 農林水産業費 2項 林業費

1. 2.給料林業総務費 27,229 △4,534 22,695 △4,534 会計年度任用職員給△2,884 △2,884・

3.職員手当等 フルタイム会計年度任用職員期末手当△755 △383・
フルタイム会計年度任用職員通勤手当 △51・
フルタイム会計年度任用職員勤勉手当 △321・

4.共済費 社会保険料△645 △381・
フルタイム会計年度任用職員共済組合 △264・
負担金

18.負担金、補 森林土木協会会費△250 △250・
助及び交付
金

2. 12.委託料林業振興費 54,344 △1,971 52,373 △1,001 △6,000 △168 5,198 橋梁トンネル点検委託料△1,481 △1,481・

17.備品購入費 機械器具費△190 △58・
薪割用送材機購入費 △132・
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―　33　― 一般6.款農林水産業費

6款 農林水産業費 2項 林業費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

2. 18.負担金、補林業振興費 薪ストーブ等普及促進事業補助金△300 △300・
助及び交付
金

3. 10.需用費森林基幹林 14,270 △1,842 12,428 △726 △200 △916 燃料費△100 △100・
道整備費

12.委託料 登記委託料△822 △48・
支障木伐採委託料 △100・
除草作業委託料 △674・

14.工事請負費 工事請負費△243 △243・

16.公有財産購 用地購入費△218 △218・
入費

21.補償、補填 物件補償費△459 △459・
及び賠償金

95,843 △8,347 87,496 △1,727 △6,200 △168 △252計

6款 農林水産業費 3項 水産業費

1. 18.負担金、補水産業振興 1,097 △61 1,036 △61 うなぎ等放流費補助金△61 △61・
助及び交付費
金

1,097 △61 1,036 △61計

6 款合計 333,537 △25,502 308,035 △8,388 △27,800 △168 10,854



7款 商工費 1項 商工費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

3. 14.工事請負費観光費 261,948 560 262,508 10,700 △10,140 工事請負費2,000 2,000・

18.負担金、補 四国観光立県推進愛媛協議会負担金△1,440 △440・
助及び交付 グリーンツーリズムキックオフ補助金 △1,000・
金

327,595 560 328,155 10,700 △10,140計

7 款合計 327,595 560 328,155 10,700 △10,140

8款 土木費 2項 道路橋梁費

2. 2.給料道路維持費 56,250 △674 55,576 △674 会計年度任用職員給△140 △140・

4.共済費 フルタイム会計年度任用職員共済組合△100 △100・
負担金

8.旅費 普通旅費△17 △17・

11.役務費 スズメバチ駆除手数料△121 △121・

12.委託料 測量設計委託料△285 △285・

18.負担金、補 安全衛生教育受講負担金△11 △11・
助及び交付
金

3. 12.委託料道路新設改 158,625 △47,205 111,420 △34,241 △27,900 14,936 登記調査測量委託料△14,474 △717・
良費 測量設計委託料 △1,221・

橋梁修繕調査設計委託料 △12,536・

―　34　― 一般7.款商工費



―　35　― 一般8.款土木費

8款 土木費 2項 道路橋梁費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

3. 14.工事請負費道路新設改 工事請負費△29,183 △29,183・
良費

16.公有財産購 用地購入費△1,039 △1,039・
入費

18.負担金、補 職員研修費△9 △9・
助及び交付
金

21.補償、補填 物件移転補償費△2,500 △2,500・
及び賠償金

215,061 △47,879 167,182 △34,241 △27,900 14,262計

8款 土木費 4項 住宅費

1. 12.委託料住宅管理費 36,320 △7,459 28,861 △4,943 △2,516 木造住宅耐震診断派遣委託料△457 △457・

18.負担金、補 民間木造住宅耐震診断事業費補助金△7,002 △20・
助及び交付 民間建築物アスベスト対策事業費補助 △250・
金 金

民間木造住宅耐震改修事業費補助金 △3,032・
空き家再生等推進事業費補助金 △2,400・
民間木造住宅耐震シェルター設置事業 △400・
費補助金
ブロック塀等安全対策事業費補助金 △900・

36,320 △7,459 28,861 △4,943 △2,516計

8 款合計 375,320 △55,338 319,982 △39,184 △27,900 11,746



9款 消防費 1項 消防費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 1.報酬非常備消防 29,652 △3,295 26,357 △3,295 団員報酬△3,164 △1,913・
費 出動報酬 △1,251・

18.負担金、補 消防団員等災害補償退職報償金組合負△131 △9・
助及び交付 担金
金 消防団員福祉共済制度加入負担金 △48・

県消防学校講習会負担金 △23・
消防団運営交付金 △51・

2.消防施設費 15,428 0 15,428 △700 700 財源振替・

4. 11.役務費災害対策費 8,186 △409 7,777 △85 △324 災害対策費用保険料△5 △5・

18.負担金、補 消防防災用施設等整備事業費補助金△404 △80・
助及び交付 家具転倒防止等対策費補助金 △324・
金

53,267 △3,704 49,563 △85 △700 △2,919計

9 款合計 53,267 △3,704 49,563 △85 △700 △2,919

10款 教育費 1項 教育総務費

2. 1.報酬事務局費 107,354 △4,167 103,187 △3,900 △267 人材育成基金事業審査会委員報酬△1,678 △60・
会計年度任用職員報酬 △1,500・
学校運営協議会委員報酬 △118・

3.職員手当等 パートタイム会計年度任用職員期末手△602 △290・
当
パートタイム会計年度任用職員勤勉手 △312・
当

―　36　― 一般9.款消防費



―　37　― 一般10.款教育費

10款 教育費 1項 教育総務費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

2. 4.共済費事務局費 社会保険料△200 △200・

12.委託料 教職員等健康診断委託料△250 △250・

13.使用料及び 自動車借上料△300 △300・
賃借料

18.負担金、補 不登校児童生徒支援事業負担金（宇和△777 △177・
助及び交付 島定住自立圏）
金 人材育成基金事業助成金 △600・

20.貸付金 人材育成基金事業貸付金△360 △360・

108,418 △4,167 104,251 △3,900 △267計

10款 教育費 4項 社会教育費

1. 7.報償費社会教育総 15,436 △415 15,021 △415 成人式記念品費△20 △20・
務費

8.旅費 費用弁償△365 △300・
普通旅費 △65・

18.負担金、補 中四国社会教育研究大会負担金△30 △30・
助及び交付
金

2. 7.報償費公民館費 14,649 △396 14,253 △396 講師謝礼△167 △167・

8.旅費 費用弁償△229 △177・
普通旅費 △52・



10款 教育費 4項 社会教育費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

3. 7.報償費人権・同和 2,105 △341 1,764 △341 講師謝礼△255 △255・
教育費

8.旅費 費用弁償△86 △64・
普通旅費 △22・

4.吉野生交流 10,327 0 10,327 △200 200 財源振替・
促進センタ
ー費

5.基幹集落セ 2,528 0 2,528 100 △100 財源振替・
ンター費

6. 18.負担金、補文化振興費 33,945 △64 33,881 △7,900 7,836 無形文化財伝承活動費補助金△64 △64・
助及び交付
金

87,501 △1,216 86,285 △8,000 6,784計

10款 教育費 5項 保健体育費

1. 8.旅費保健体育総 11,616 △808 10,808 △808 費用弁償△362 △300・
務費 普通旅費 △62・

10.需用費 食糧費△155 △155・

11.役務費 新聞広告料△143 △143・

12.委託料 桃源郷マラソン大会計測等委託料△107 △107・

13.使用料及び 列車借上料△41 △41・
賃借料

―　38　― 一般10.款教育費



―　39　― 一般10.款教育費

10款 教育費 5項 保健体育費 （単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

特　定　財　源
国県支出金 地方債 その他

一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

3.学校給食費 82,117 0 82,117 △5,600 5,600 財源振替・

4.スポーツ交 22,756 0 22,756 500 △500 財源振替・
流センター
費

119,621 △808 118,813 △5,100 4,292計

10 款合計 387,229 △6,191 381,038 △17,000 10,809

4,776,628 △115,202 4,661,426 △85,489 △96,300 △8,026 74,613歳出合計



１　特別職

26,559

33,049

(0.00)
0

町長・副町長・教育長

町長・副町長・教育長

73,188 10,068 83,256

4,365 23,648

27,346

4,365

0 △ 5,283 0 △ 5,283計 0 △ 5,283 0

0 △ 5,2830 △ 5,283 0

31,842

78,471

0

10,068

議 員 0 0 0 0

11,460

0 0
(0.00)

0

46,386 20,625

26,559

比 較
その他

14,544

10 41,103

長 等 20,625

計

長 等

議 員

20,625 11,460

(3.4)
4,739

(3.4)

計

7 14,544

補 正 後
その他

議 員

長 等 3 20,625

補 正 前
その他 31,842

(3.4)
6,721

19,283

31,842

6,721

19,283

0

33,049

0

0

26,559

△ 5,283

0

5,703

(3.4)
4,739

7

3

0 0

10 88,539

(千円)(人) (千円) (千円) (月分)

27,346

報 酬 給 料
期 末 手 当

(千円)

計

(千円)

(千円)

5,703

23,648

合 計
備 考

共 済 費

年 間 支 給 率

Ⅱ　給与費明細書

区 分
職員数

給 与 費
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－　41　－２　一般職
　（１）総　括

備考：（　）内は、短時間勤務職員及び会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの
　　　通常の勤務時間に比し短い職員について外書き

　　　ア　会計年度任用職員以外の職員

備考：（　）内は、短時間勤務職員について外書き

0

419,431

(千円) (千円) (千円)

84,625

△ 480

△ 763

△ 130 0

△ 12,804

416,771

△ 1,021

150,542 84,145

153,202

管理職手当 住居手当

47,379 485

58,639

9,618 4,833

14,022

16,356

△ 2,334

3,813

3,924

0△ 111

△ 2
△ 13,825比 較

( )
△ 5,283 △ 3,024 △ 4,497

△ 1

補 正 前
( )

69,171 348,517 205,514
49
105

補 正 後
( )

63,888 345,493 201,017
103

48

区 分
職員数

給 与 費
共 済 費

職 員 手 当 計
(人) (千円) (千円) (千円)

備 考報 酬 給 料
(千円) (千円) (千円)

110,766 733,968

合 計

610,398 109,745

50

720,143

623,202

△ 63

50

86,658

△ 1,226

67,504

68,267

(千円)

7,167

(千円)

防疫等
作業手当

(千円)

85,432

548

(千円) (千円) (千円) (千円)

9,618

報 酬
共 済 費

(千円)

給 与 費

1,074

73

△ 2,660

期末手当

△ 2,660

(千円) (千円)

職 員 手 当 計

時間外
勤務手当

0

7,167

00

合 計

504,056

0

職員数
備 考

(千円)

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

9,618

給 料

6,970

6,970

485

区 分
住居手当 児童手当

管理職員特
別勤務手当

管理職手当宿日直手当

(千円)

勤勉手当扶養手当 通勤手当
動物等処理
業務手当

(千円)

行旅死亡人
取扱業務手当

(千円)

21

21

0

28

0

28補正後

補正前

比　較

職員手当

の 内 訳

4,833

4,833

1,074

1,074

0

補 正 後
( 0 )

0 266,229

区 分
(人)

500,916
73

補 正 前
( 0 )

0 266,229

比 較
( 0 )

0 0 △ 3,140
0

区 分
扶養手当 通勤手当

時間外
勤務手当

宿日直手当 期末手当 勤勉手当
管理職員特
別勤務手当

児童手当
防疫等

作業手当
行旅死亡人

取扱業務手当
動物等処理
業務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)
職員手当

補正後 7,167 2,971 12,340 58,566 6,010 50 28 21

の 内 訳
補正前 7,167 3,031 14,674 1,074 47,509 548 9,618 4,833 6,010 50 28 21

比　較 0 △ 60 △ 2,334 0 △ 73 △ 63 0 0 0 0



　　　イ　会計年度任用職員

備考：（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し
　　　短い職員について外書き

　（２）給料及び職員手当の増減額の明細

雇用実績による減額 千円
（会計年度任用職員）

状況変更 千円
実績による減額 千円

給 料

増 減 分

△ 3,024

備 考

職 員 手 当

そ の 他 の 増 減 分 △ 4,497

△ 4,497

区 分
増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

説 明
(千円) (千円)

昇 給 に 伴 う

増 加 分

区 分
職員数

給 与 費
共 済 費 合 計

備 考報 酬 給 料 職 員 手 当 計
(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補 正 後
( 48 )

63,888 79,264 50,475 193,627 25,600 219,227
30

補 正 前
( 49 )

69,171 82,288 52,312 203,771 26,141 229,912
32

比 較
( △ 1 )

△ 5,283 △ 3,024 △ 1,837 △ 10,144 △ 541 △ 10,685
△ 2

区 分
扶養手当 通勤手当

時間外
勤務手当

宿日直手当 期末手当 勤勉手当
管理職員特
別勤務手当

管理職手当 住居手当 児童手当
防疫等

作業手当
行旅死亡人

取扱業務手当
動物等処理
業務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)
職員手当

補正後 0 842 1,682 0 0

の 内 訳
補正前 0 893 1,682 0 28,019

26,866 20,125

0 0 0

0 00 0 0 960

20,758

比　較 0 △ 51 0 0 △ 1,153 △ 633 0

0 0960 0

0 0 00

制 度 改 正 に 伴 う

0 0

給 与 改 定 に 伴 う
増 減 分

0

0

そ の 他 の 増 減 分 △ 3,024

0

△ 3,024

△ 4,437
△ 60
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－　43　－　（３）一般職の給料及び職員手当の状況
　　　ア　職員１人当たり給与

　　　イ　初任給

　　　ウ　級別職員数

( )

(

0

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

0 0.0
計

)

(

-41.3

労 務 職区 分

( )
計

( ) ( )
100.073

級
30.1

( )

)
22.0

)
1

級

1 級
( )

22
(

2
(

2

3 級

)

( ))
17.8

(

級
( ) ( )

16

( )
13

(
級

)
3

12.3

4 級
( ) ( )

2 2.7

15.1

5 級
( ) ( )

9

)

(

令 和 ６ 年 12 月 １ 日 現 在
6

1 級
( )

22

0.0
)

( ) (

2 級
16 22.0

( ) ( )

級
17.8

2 級
( ) ( )

2 2.7

3 級
( )

13
(

4 級
( ) ( )

5 級
( ) ( )

9 12.3

級
( ) ( )

11 15.1

級 職 員 数 (人) 構 成 比

令 和 ７ 年 ３ 月 １ 日 現 在
6

7 級
( ) ( )

区 分
一 般 行 政 職 労 務 職

級 職 員 数 (人) 構 成 比 (％) (％)

大 学 卒 224,338 220,000

高 校 卒 192,447 188,000

区 分
一 般 行 政 職 労 務 職 国 の 制 度

（円） （円） 一 般 行 政 職 (円) 労 務 職 (円)

令 和 ６ 年 12 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 319,202

一 般 行 政 職
308,233

令 和 ７ 年 ３ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 331,719
平 均 年 齢 （ 歳 ）

290,449
41.6

0

( )(

30.1

( )

)

)

級

( )
100.073

( ) ( )
11

)( ) (
0

計

0
-
0

計
(

7 級

)
3

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 年 齢 （ 歳 ）

級
)

1
(



　（級別の標準的な職務内容）

　　　エ　昇給

　　　オ　期末手当・勤勉手当

６ 級 ５ 級

課 長 補 佐
事 務 長
保 健 師 長
園 長

技 師
保 育 士
栄 養 士上 級 保 育 士

局 長
室 長
主 幹

社 会 福 祉 士

上 級 栄 養 士
上 級 保 健 師

事 務 長
保 健 師 長
園 長

社 会 福 祉 士

専 門 員
主 任 保 育 士
主 任 栄 養 士
主 任 保 健 師
主 任 社 会 福 祉 士

技 師

栄 養 士
保 健 師保 健 師

４ 級

上 級 社 会 福 祉 士

一般行政職

１ 級２ 級

係 長課 長 補 佐 上 級 専 門 員

有
4.600

級 等 に よ る 加 算 措 置

) ( ) (
国 の 制 度

( ) ( )
有

2.250 2.350 4.600

( ) ( )

( ) (
4.600

補 正 前
( ) (

2.250 2.350
)

補 正 後
( ) ( )

有
2.250 2.350

)
(月分) 1 ２ 月 (月分) ３ 月 (月分) (月分)

(％)

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

備 考
６ 月

(人)

(人)

(人)

補

正

前

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ) (人)

(人)

(人)

号 級 数 別 内 訳

4

(Ａ) (人) 73 73

比 率 (Ｂ)／(Ａ) (％)

(人)

(人)

号 級

4 号 級

号 級

8

(人)

補

正

後

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ) (人)

(人)

号 級 (人)

号 級 数 別 内 訳 6

73職 員 数 (Ａ) (人) 73

労 務 職
区 分 合 計

代 表 的 な 職 種

一 般 行 政 職

区 分 ３ 級

主 事主 査課 長

保 育 士

比 率 (Ｂ)／(Ａ)

号 級

6 号 級

8 号 級

号 級

2 号 級

2 号 級

職 員 数

－　44　－



－　45　－

　　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　　　キ　地域手当

　　　ク　特殊勤務手当

　　　ケ　その他の手当
差 異 の 内 容

(2～20％加算)

（月分）

定 年 前 早 期

代 表 的 な 職 種
一 般 行 政 職 労 務 職

手 当 の 名 称

区 分 国 の 制 度 と の 異 同

代 表 的 な 特 殊 勤 務

給料総額に対する比率
支 給 対 象 職 員 の 比 率

（％）

通 勤 手 当 同　　　　じ

扶 養 手 当 同　　　　じ

住 居 手 当 異 　な 　る
令和元年人勧により、支給対象となる家賃額の下限を4,000円を引上げ、手当上限を1,000円引上げる改定を
行ったが、地域事情等を考慮し愛媛県は改定を行わなかった。給与等については県準拠としているため、松
野町も同様に改定なしとした。

（令和　年　月　日現在）

区 分 全 職 種

（％）

支 給 率 （％）

国 の 制 度 （ 支 給 率 ） （％）

支 給 対 象 地 域

支 給 対 象 職 員 数 （人）

国 の 制 度
定 年 前 早 期

24.586875 33.27075 47.709 47.709 退 職 特 例 措 置
( 支 給 率 等 )

(2～20％加算)

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 退 職 特 例 措 置

そ の 他 の 退 職 時 特 別
備 考

（月分） 加 算 措 置 等 昇 給

最 高 限 度
区 分

20 年 勤 続 の 者 25 年 勤 続 の 者 35 年 勤 続 の 者
（月分） （月分）


